経営史国際会議第7期シリ－ズについて

経営史学会では、1970年以来、経営史国際会議（富士コンファランス）を開催してきました。富士コンファランス組織委員会が会議のテーマを決め、プロジェクトリーダーを委嘱し、プロジェクトリーダーと委員会が参加者を決定してきましたが、　第6期シリ－ズの途中から、会員から会議のプランを公募し、委員会がそれらを審査し、運営をサポートする方式をとりいれました。ただ、これまで会員に広く国際会議のプランを募集してまいりましたが、応募はありませんでした。

本年1月に発足した宮島英昭（早稲田大学）を委員長とする第7期の組織委員会では、これまでの会議のあり方を検証する一方、情勢の変化に対応すべく、今後の会議のあり方について抜本的な見直しを含めた検討を続けてきました。

その結果、経費面からの制約を考慮しつつ、より積極的には経営史学が関連分野との交流を深めていく必要があるとの認識に立って、他の研究機関のプロジェクトと共催して国際会議を開催する方式をとることといたしました。そしてその第一弾として今回（第7期第1回、通算では第29回となります）は、現在内外の研究者のみならず実務家からも大きな注目を集めているM&Aについて、長期的な視点から分析することをテーマとし、早稲田大学および一橋大学のCOEプログラムと共催で開催することといたしました。

国際会議が経営史学会の主催から、他の研究機関との共催に変更されたこととに加えて、内外ともにより広い範囲から、優れた研究者に参加していただくことを狙いとして、いくつかの点で、国際会議の運営のあり方をリニューアルいたしました。

第1に、招聘方式を変更し、Call for Paper 方式を導入いたしました。これまで参加者は、委員会が招聘する形式をとってきましたが、今回はM&Aに関する論文を広く内外に公募し、外国人を含めたM&Aに関する経済学・経営史学の専門家と当学会の組織委員会のメンバーの一部からなるProgram Committeeが審査をおこない、報告論文を決定いたします。

　第2に、これまでの国際会議は参加者を事前に決定し、当日だけの参加を認めてきませんでしたが、会議をオープンにし、興味のある方には積極的に参加していただくことといたしました。またこれまで4日間にわたって富士の裾野で会議をおこなってきましたが、より多くの方が参加しやすい場所で、基本的に2日間で開催することといたしました。第7期の国際会議の第1回は、2008年1月26日（土）・27日（日）の両日に早稲田大学で開催の予定です。

　第3に、これまで国際会議の成果は、単行本（conference volume）として出版してきましたが、今後は単行本にはこだわらず、経営史や関連する分野の雑誌の特集号など多様な形態で公表することも含めて考えることといたしました。もちろん国際会議で発表される論文は、経営史学会のホームページに掲載し、自由にダウンロードしていただけるようにするとともに、ファイナリティーのない簡易版の報告書を作成するなど、国際会議の成果を会員の皆様の共有財産としていくよう努めてまいります。

　以下に添付したのは、コンファランスの論文募集の案内（Call for Paper）です。経営史学会のみならず、Business History Conference、European Business History Association、Social Science Research Networkなどを通じても報告論文を募集いたします。

会員諸氏におかれましては、ふるってご応募くださるようお願い申し上げます。また採択された論文につきましては、学会、またはCOEプログラムよりネイティブ・スピーカーによる英文校閲の費用が補助されることを申し添えます。さらにこのテーマに興味のありそうな海外の研究者にもお声をかけていただけるようお願い申し上げます。

プログラムや一般参加の方法が確定いたしましたら、別途ご案内をいたします。また第7期の第2回の国際会議は、2010年1～2月に開催することを予定しております。経営史学会と共催して国際会議を開催していただける会員からのプロポ－ザルは、2008年末を締切りに募集する予定です。詳細が決まり次第、ご案内を差し上げます。
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